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はじめに

エルサレム問題は中東和平プロセス，特にイ

スラエル・パレスチナ間の和平交渉において，

最も合意が困難といわれている。実際，2000年

から2001年初めにかけて行われた両者間の最終

地位交渉でも，エルサレムの将来のあり方をめ

ぐり双方は激しく対立した。特に宗教的に極め

て重要なハラーム・アッシャリーフ／神殿の

丘（注１）に関してはさまざまなアイディアが検討

されたが，双方は合意可能な枠組みを見い出せ

なかった。

エルサレム問題は宗教，歴史，民族，社会，

教育，安全保障など多様な要素からなっている。

加えてイスラエルは1967年に東エルサレムを占

領して以降，同市と周辺のヨルダン川西岸（以

下，西岸）に多くの入植地を建設し，原状を大幅

に変更した。そのこともまた問題をいっそう複

雑にしている。ただ，2000年から2001年初めま

での和平交渉でエルサレム問題がどのように扱

われたかを見ると，交渉の経過とともに双方の

立場は微妙に変化し，2001年 1月の交渉終了時

までに双方は今後の交渉の基礎となり得る一定

の参照枠を共有するに至っていた。交渉レベル

におけるこうした双方の立場の変化は見落とさ

れるべきではない。

その一方で2000年以降，エルサレムにはより

大きな変化が生じている。イスラエル側が「安

全フェンス」と呼びパレスチナ側が「隔離壁」

と呼ぶ巨大な構造物の建設である。エルサレム

周辺ではほとんどが高さ 8メートルほどのコン

クリートの壁であるため，本稿では以下「壁」

と記述する。壁の建設は，東エルサレムだけで

なく周辺の入植地群をイスラエル側に取り込む

かたちで進められている。この結果，東エルサ

レムのパレスチナ人社会が孤立するなど，壁の

建設に代表されるイスラエルの諸施策によっ

て，エルサレムをめぐる状況は現実のレベルで

根本的といってよい変更が加えられつつある。

本稿ではイスラエル・パレスチナ間の最終地

位交渉でエルサレム問題がいかに扱われたかを

跡付けることで，問題解決のためのどのような

参照枠が共有されたかを検証する。加えて1967

年以来イスラエルが占領・併合している東エル

サレムを中心に，エルサレムの現状を概観する
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とともに，2000年以降の大幅な変更が問題解決

のための参照枠の基盤を掘り崩しつつあること

の危険性を指摘する。

1 東エルサレムのパレスチナ人社会の変貌

１．東エルサレムとその周辺地域での人口動態

1967年の第 3次中東戦争後，イスラエルはヨ

ルダン支配下のエルサレム市域に周辺の村など

を加えることで市域を拡大した上，「統一エル

サレム」として併合した。2007年末現在，イス

ラエル側のデータによるとユダヤ人人口48万人

（全体の65.2％），「アラブ人その他」26万人（同

34.8％），合計74万7600人である［ JIIS 2008］。一

方パレスチナ中央統計局のデータによると，東

エルサレム在住のパレスチナ人人口は2005年央

で24万9183 人［PCBS 2005］で，イスラエル側の

データと大差はない。なお2005年現在で，東エ

ルサレム在住パレスチナ人人口は，西岸・ガザ

のパレスチナ人人口全体（383万人）の6.5％，西

岸全体（241万人）の10.3％である。

1967年以降の大きな変化の一つは，イスラエ

ルがエルサレム市域として併合した地域にユダ

ヤ人入植地（居住地域）を建設したことである。

ユダヤ人入植地は旧市街地に再建されたユダヤ

教徒地区を含め現在13カ所あり，人口は2007

年末現在で計約18万9700人（注２）である。それ

故，東エルサレム内だけで比較すると，パレス

チナ人人口の方が多い。

しかし1967年以降，イスラエル政府は「首都

圏エルサレム」とか「大エルサレム」と呼ばれ

るエルサレム周辺の西岸に約15の入植地を建設

してきた。2007年現在のこれら入植地の合計人

口は約 6万6000人である（注３）。後にも述べるよ

うに，イスラエルは壁の建設によって，これら

入植地をエルサレム市域側に取り込んでいる。

他方，エルサレム市域内にあっても，シュファ

ット難民キャンプやクファール・アクブなどい

くつかのパレスチナ人居住地は壁の外側（西岸

側）となった。この結果，壁の内側（エルサレム

市域側）に位置する大エルサレムにおけるユダ

ヤ人とパレスチナ人の人口は，西エルサレムを

除けばほぼ同数になっていると推定できる。

２．オスロ合意以降のエルサレム

1993年にイスラエルとパレスチナ解放機構

（PLO）との間で結ばれたオスロ合意（暫定自治合

意，暫定自治に関する諸原則の宣言）では，エル

サレムの地位は難民や入植地，安全保障措置な

どとともに最終地位交渉で扱うとされていた。

この結果，オスロ合意第 4条は，パレスチナ暫

定自治政府の国会に当たる立法評議会（PLC）の

管轄権が及ぶ範囲を「最終地位交渉で交渉され

る問題を除く西岸とガザ」と規定しており，暫

定自治政府の権限は東エルサレムのパレスチナ

人住民には及んでいない。ただ，パレスチナ自

治政府大統領およびPLC選挙についてオスロ合

意付属文書1は，「エルサレム在住のパレスチ

ナ人は双方の合意に基づいて，選挙に参加する

権利を有する」と規定している。実際，東エル

サレムのパレスチナ人有権者は過去 3回の選挙

（1996年，2005年，2006年）に参加した。しかし，

利用できる投票所が限られるなど，選挙権行使

には制限を受けている。

イスラエル政府は上記オスロ合意の規定を根

拠に，パレスチナ自治政府の東エルサレムでの

活動を認めない政策をとってきた。ただ，和平

プロセスが進展していた1990年代には，イスラ
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エル政府は東エルサレムでのパレスチナ自治政

府やPLOの活動を一定程度黙認する姿勢を示し

ていた。また，東エルサレムに隣接するアブ・

ディースは1990年代，パレスチナ独立国家の事

実上の首都になると目され，パレスチナ側も地

方自治省や内務省，ワクフ省などを設置し，こ

れらを拠点に東エルサレムにおける行政活動を

一定程度行っていた。

しかし，2000年 9月に第 2次インティファー

ダ（アル・アクサー・インティファーダ）が始まる

と，東エルサレムにおけるパレスチナ側の活動

に対する規制は極めて厳しくなった。さらに

2001年 8月，エルサレムで自爆テロが発生する

と，イスラエル政府はそれを機に東エルサレム

やアブ・ディースに存在したパレスチナ側の機

関を占拠し，文書などを押収した。それ以降，

東エルサレムでのパレスチナ側の公式活動は行

われていない。加えて次節で述べるように，壁

の建設の結果，アブ・ディースの主要部分が東

エルサレムから分断されたため，治安要員を含

めアブ・ディースを拠点とした東エルサレムに

おけるパレスチナ側の活動も続行は困難になっ

ているという［Regular 2004］。

３．壁の建設

イスラエル政府は2002年から壁の建設を開始

した。イスラエルのNGOイール・アミーム（Ir

Amim）によると，大エルサレム周辺での壁の総

延長は214キロメートルに達する予定で，2008

年時点で39％に当たる84キロメートルが完成

している［Ir Amim 2008, 32］。壁はエルサレム市

の境界線上ではなく，近郊の入植地群を取り込

むかたちで西岸に大きく張り出して建設されて

いる。この結果，東エルサレムに加えてマア

レ・アドミームとその周辺地域（アドミーム・ブ

ロック），ギバット・ゼエブなど北部地域（ギブオ

ン・ブロック），ベツレヘム南西部にあるグッシ

ュ・エツィオン（エツィオン・ブロック）が西岸か

ら切り離され，大エルサレムというかたちでイ

スラエル側に取り込まれつつある（17ページの図

参照）。

壁の建設によって，人やモノの動きは大きく

変化した。西岸在住者を示す身分証明書を保有

しているパレスチナ人が東エルサレムに入るに

は特別の許可を必要とするなど，自由な出入り

はまったくできなくなった。この結果，エルサ

レムは西岸・ガザのパレスチナ社会からほぼ完

全に分断された。また，東エルサレム近郊のパ

レスチナ人の町や村は壁が建設されるまで東エ

ルサレムのパレスチナ人社会とほとんど一体だ

ったが，その結びつきは断ち切られてしまった。

2006年 5月と 6月にパレスチナ中央統計局と

NGOのバディール（Badil）が合同で行った調査

によると，初等・中等教育を受けている子供が

いる家庭の75％が，また高等教育を受けている

家族がいる家庭の80％が，壁の建設によって通

学路の変更を余儀なくされたと回答した。また

21％の家庭は，少なくとも 1人の家族が壁によ

って切り離されたと回答した。特に18％が父親

と，13％が母親と切り離されたという［Sabella

2007, 32¯33］。同様の指摘は国連人道問題調整パ

レスチナ事務所（OCHA）によってもなされてい

る。それによると，東エルサレムに住むパレス

チナ人住民の実に25％が壁によってエルサレム

市域とは切り離されてしまったため，検問所を

通過して学校や病院などに通うことを余儀なく

されている［OCHA 2009, 13］。
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４．パレスチナ人社会を取り巻く厳しい状況

東エルサレムは社会，政治，宗教，教育，経

済面などあらゆる面で，全パレスチナ社会の中

心の役割を果たしてきた。だが，1967年のイス

ラエルによる占領以来，東エルサレムのパレス

チナ人社会が置かれた状況は決して恵まれたも

のではなかった。パレスチナ人住民もユダヤ人

住民と同様の税金や社会保障費を支払う義務を

負っている。また既に見たように，パレスチナ

人人口は全市の30％を超えている。しかし，エ

ルサレム市役所が東エルサレムのパレスチナ人

社会に支出する予算の全体に占める割合は分野

によって異なるが，2003年の場合，教育14.8％，

福祉12.1％であり，スポーツや文化に至っては

2％以下でしかない［Margalit 2006, 108］。

特に教育環境の悪化は深刻だ。2007／2008教

育年時点で，児童生徒（1～12年生）の10％強が

教室不足から公立学校へ通学できないでいると

報じられている［Hanson 2008, 20］。こうした教

育環境の悪さやイスラエル治安機関との日常的

な対立，インティファーダ以降の暴力の蔓延な

どの結果，2006年で児童生徒の25.7％，つまり

4人に 1人がドロップアウトしている［PCBS

2005］。また，若者の間で麻薬の使用もかなり拡

大していると見られている。

東エルサレムのパレスチナ人住民にとって，

もう一つの深刻な問題は住宅環境の悪化であ

る。建物を新増築する場合，イスラエル政府お

よびエルサレム市役所から建築許可を取る必要

があるが，ほとんどのケースで許可は出ないと

いわれている。他方，人口増などから新増築は

避けられず，その結果，多くの建物は建築許可

なしで建てられており，エルサレム市役所は東

エルサレムの40％の建物は許可なしで建築され

たと見ている［Margalit 2006, 26］。イスラエル政

府とエルサレム市はこれら不許可建設の一部を

取り壊している。取り壊される住宅数は近年増

加傾向にあり，毎年数百人が家屋を失ってい

る（注４）。

東エルサレムの経済の悪化も著しい。東エル

サレムの経済活動のかなりの部分は，商業やホ

テル・レストランなどのサービス業に拠ってい

る。特にホテル業を中心とする観光セクターは

東エルサレムの経済活動全体の40％を占めてい

るといわれるが，パレスチナ側が経営するホテ

ル数は2000年の43から2005年には半数以下の

18に減少し，部屋数も1997からやはり半数以下

の869に減った。また，壁の建設により周辺パ

レスチナ人住民の市内へのアクセスが大幅に制

限された結果，東エルサレムの小売業は大きな

打撃を受け，2005年の売り上げは 2000年の

40％にまで落ち込んだ［Abu Saud and Jwealis

2006］。

こうしたすべての面での状況悪化に加え，パ

レスチナ自治政府がラマッラーで本格的に活動

を始めて以降，政治の中心は明らかにラマッラ

ーに移りつつある。このため東エルサレムのパ

レスチナ人は，自分たちが置き去りにされてい

るという危機感を募らせている。こうした危機

感の高まりは，イスラエルの治安機関も警戒を

強めるほどである。2008年夏にエルサレムで車

を使ったパレスチナ人によるテロ事件が連続し

て発生した際，国内を担当する治安機関シンベ

ト（総合治安局）は，東エルサレム住民の間で他

のパレスチナ人社会から切り離され，エルサレ

ムが政治アジェンダから消えてしまうという危

機意識が高まり，個人的なテロが増大している

との見方を発表した［Reuters 2008］。
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パレスチナ人居住地域とユダヤ人居住地域，e

旧市街地内の 4街区，rハラーム・アッシャリ

ーフ／神殿の丘，のそれぞれの帰属や地位の問

題だった。

キャンプ・デービッド交渉前にバラクがイス

ラエル交渉チームに示したエルサレム問題に関

する基本姿勢は，q「神殿の丘」を特別なステ

イタスとし，パレスチナ側の自由なアクセスを

認める，w周辺地域を市域に加え，拡大エルサ

レムとする，e拡大エルサレムにはイスラエル，

パレスチナそれぞれに帰属する領土が含まれ

る，rパレスチナ側の首都は「アル・クドゥス」

とする，などとなっていた［Sher 2006, 67］。結

局，拡大エルサレムをイスラエルの首都「エル

サレム」とパレスチナの首都「アル・クドゥス」

とするものの，後者に帰属するのは拡大された

周辺地域のパレスチナ人居住地域にとどまり，

市内のパレスチナ人居住地域に対する主権はイ

スラエルの手にある，と解釈できる。

パレスチナ側の基本姿勢は，東エルサレム全

域はパレスチナの主権下に入り，旧市街地のユ

ダヤ教徒地区と西壁はイスラエルの主権下では

ないが，管轄下に入るというものであり［Abbas

2001］，双方の立場は完全に食い違っていた。

双方が対立する中，米国は国際化や主権の棚

上げなどさまざまな考え方を提示した。デニ

ス・ロスによると，交渉 7日目には米国チーム

内でハラーム・アッシャリーフ／神殿の丘につ

いて，イスラエルは象徴的な主権を得る一方，

パレスチナ側は恒久的な管理権（custodianship）

を保持するとの案が検討された［Ross 2004, 682］。

この案を基本に 8日目から 9日目にかけてクリ

ントンがアラファトに対し，パレスチナ側は，

q市域外のパレスチナ人居住地域に対する主

14

2 イスラエル・パレスチナ和平交渉における
エルサレム問題

1993年のオスロ合意に基づくイスラエル・パ

レスチナ間の本格的な最終地位交渉が行われた

のは，2000年から2001年初めにかけてだった。

2000年春のストックホルムでの秘密交渉を皮切

りに，同年 7月のキャンプ・デービッド交渉，

同年秋の一連の実務者レベルによる交渉，同年

12月のビル・クリントン米大統領（当時）の仲介

工作，2001年 1月のタバ交渉と引き継がれた。

しかし，2001年 2月初めに行われたイスラエル

首相選挙（注５）で，現職の労働党党首エフード・

バラクが敗れ，リクード党首アリエル・シャロ

ンが当選した以降，2007年11月のアナポリス中

東和平国際会議の開催までの 6年半，和平交渉

は完全に中断した。

以下では，キャンプ・デービッド交渉，クリ

ントンが提示した和平の枠組み（クリントン・パ

ラメーター），およびタバ交渉においてエルサレ

ム問題がどのように取り上げられたかを検討す

る。

１．キャンプ・デービッド交渉

キャンプ・デービッド交渉はクリントンの主

導で2000年 7月11日から15日間にわたって開

催された。イスラエルからはバラク首相を，パ

レスチナ側からはアラファトPLO議長をそれぞ

れ長とする交渉団が参加した。交渉で最も難航

したのはパレスチナ難民問題とエルサレム問題

といわれる。エルサレム問題での主要な対立点

は，qエルサレム市域に隣接するパレスチナ人

居住地域，w旧市街地を除くエルサレム市内の
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権，w市域内の居住地域については都市計画や

治安を含む自治権，e旧市街地のムスリム地区

とキリスト教徒地区に対する主権，rハラー

ム・アッシャリーフ／神殿の丘については管理

権をそれぞれ得ると提案した。しかしアラファ

トは，クリントン提案はイスラエルの主張を反

映したものであるとして受け入れを拒否し，東

エルサレム全体に対する主権を主張した［クリ

ントン 2004, 696; Hanieh 2001, 87¯88; Ross 2004,

687］。

一方，バラクは交渉が終了に近づいた13日目，

イスラエル側交渉チームに対し，qパレスチナ

国家の首都「アル・クドゥス」には周辺パレス

チナ人居住地域，および「神殿の丘」までの通

行路が含まれ，パレスチナ側の主権下に置かれ

る，wエルサレム市域内は教育分野などでア

ル・クドゥス市役所と特別な関係を持つ，e旧

市街地は特別なレジーム下に置かれる，r「神

殿の丘」はイスラエルの主権下に置かれ，ユダ

ヤ教徒はそこで礼拝する権利を持つが，管理権

はパレスチナ側に帰する，t双方は考古学的な

発掘を行わない，という内容のガイドラインを

提示した［Sher 2006, 105］。

このバラクの新しいガイドラインは，ハラー

ム・アッシャリーフ／神殿の丘の管理権をパレ

スチナ側に帰属させることや，エルサレム市内

のパレスチナ人居住地域に対するパレスチナ側

の一定の自治権を認めるなどの点で，キャン

プ・デービッド交渉以前の基本姿勢よりは柔軟

になっている。しかし，エルサレム市域内のパ

レスチナ人居住地区についてイスラエルが提示

したのは，教育行政などに関する機能的自治

（functional autonomy）にすぎなかったとの指摘が

あるように［Pressman 2003, 18］，パレスチナ側

の主権をまったく認めていない。加えて「神殿

の丘」におけるユダヤ人の礼拝の権利を要求し

ている（注６）。

当然，パレスチナ側はバラクが示した上記ガ

イドラインに基づくイスラエル側の解決構想に

強い不満を抱いた。アッバスは「（イスラエル側

が）構想しているエルサレムとは次のようなも

のだ。市の周辺にあるいくつかの村はパレスチ

ナの主権下に入る。（市域内で）旧市街地を除く

（市内のパレスチナ人）居住地域に対しパレスチ

ナ側はある種の自治権を持つが，イスラエルの

主権下に残る。旧市街地内のユダヤ教徒地区と

アルメニア教徒地区はムスリム地区およびキリ

スト教徒地区から切り離され，ムスリム地区と

キリスト教徒地区は特別のシステム下に置かれ

る」とイスラエルの立場を批判している［Abbas

2001, 168］。

キャンプ・デービッド交渉の最終日前夜，ク

リントンはパレスチナ側交渉団のサエーブ・エ

ラカットに対し，qエルサレム市域外のパレス

チナ人居住地域はパレスチナの主権下，w市域

内のパレスチナ人居住地域はパレスチナの「制

限された主権（limited sovereignty）下」，e旧市

街地内のムスリム地区およびキリスト教徒地区

はパレスチナの主権下，rハラーム・アッシャ

リーフ／神殿の丘はパレスチナの「管理主権

（custodial sovereignty）下」，との考えを示し，ア

ラファトの意向を確認するよう要請した［Ross

2004, 707¯708］。これに対しアラファトは交渉継

続を求めたが，イスラエルと米国は交渉継続を

拒否し，キャンプ・デービッド交渉は成果なく

終了した。

キャンプ・デービッド交渉終了直後から，交

渉が失敗した理由について米国のマスメディア



中東和平プロセスにおけるエルサレム問題

16

などで「バラクは最大限の譲歩をしたのに，頑

迷なアラファトが拒否した」との指摘が繰り返

しなされた。特にエルサレム問題でアラファト

がまったく譲歩しなかったことが失敗の原因と

された。しかし，イスラエル側はエルサレム市

内のパレスチナ人居住地域やハラーム・アッシ

ャリーフ／神殿の丘に対するパレスチナ側の主

権を認めず，米国もイスラエルの姿勢に沿った

考えをパレスチナ側に提示したのであり，パレ

スチナ側の立場とは依然かけ離れていた。その

後，キャンプ・デービッド交渉の失敗原因に関

し「頑迷なアラファトが拒否したため」との見

方は事実に反するという修正主義的な指摘がな

されている［Hanieh 2001; Agha and Malley 2001;

Pundak 2001］。

２．クリントン・パラメーター

キャンプ・デービッド交渉終了後もイスラエ

ル，パレスチナ双方は2000年 9月から12月に

かけ，仲介役の米国を交え事務レベルでの交渉

を継続した。こうした交渉の成果を踏まえ，ク

リントンは大統領の任期終了が 1カ月弱と迫っ

た2000年12月下旬に，ホワイトハウスに双方

の代表団を招き交渉を再開した。この交渉の最

終段階の12月23日，クリントンが双方に提示

した紛争解決の原則的な枠組みが，クリント

ン・パラメーターである（注７）。エルサレム問題

に関しては以下のような原則が提示された。

qアラブ人居住地域はパレスチナに，ユダヤ

人居住地域はイスラエルに帰属することを

基本原則とし，旧市街地にもこの原則を適

用する。この原則に基づいてそれぞれは，

双方にとって最大限の地理的連続性が確保

できるような地図を作成する。

wハラーム・アッシャリーフ／神殿の丘に関

する立場の相違は，実際的な管理のあり方

ではなく，主権という象徴的な問題，およ

び双方の信仰を尊重するための合意を見い

出す方法に関係している。

eハラーム・アッシャリーフ／神殿の丘に関

しては，以下の 2つのアプローチを示唆す

る。

aハラーム・アッシャリーフにはパレスチナ

の主権が及ぶ。一方，イスラエルの主権は

「西壁（注８）およびユダヤ教にとって聖なる

場所」，あるいは「西壁および至聖所（the

Holy of Holies）」のいずれかに及ぶ。双方は

ハラーム・アッシャリーフの下部，あるい

は西壁の背後を発掘しないと確約する。

sハラーム・アッシャリーフに対するパレス

チナ側の主権，西壁に対するイスラエル側

の主権，および「ハラーム・アッシャリーフ

の下部，あるいは西壁の背後における発掘

に関する機能的主権（functional sovereignty）

の共有」を規定する。

イスラエル政府は12月28日の閣議で，パレ

スチナ側が同意するならば，クリントン・パラ

メーターを今後の交渉の基礎として受け入れる

旨の決定をした。ただ，受け入れは留保付きで，

エルサレム問題に関しては，q「聖なる谷（Holy

Basin）」に特別なレジームを設けることの重要

性，w神殿の丘とイスラエル，パレスチナそれ

ぞれとの関係についての表現，e地理的連続性

と人口動態上の問題とのバランス，などが指摘

されたという［Sher 2006, 206¯207］。「聖なる谷」

とは旧市街地および周辺の聖所を意味する言葉

とされているが，その地理的範囲は解釈や立場

により異なっている。後に『ハアレツ』紙は，
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エルサレム市の境界

1967年戦争までの休戦ライン

ユダヤ人入植地

完成した「壁」

建設中の「壁」

計画中の「壁」

ギブオン・ブロック

ラマッラー

西エルサレム

ベツレヘム

エツィオン・ブロック

東エルサレム

E1地区

アドミーム・ブロック

マアレ・アドミーム

イスラエル

ヨルダン川西岸

旧市街地

図　エルサレムとその近郊（2008年12月現在）

（出所）Ir Amim 2008. State of Affairs̄ Jerusalem 2008: Political Developments and Changes on the Ground. December: 33
に筆者が手を加えた。
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イスラエル政府が当時，クリントン・パラメー

ターに関しクリントン政権に送った文書の内容

が明らかになったと報じた。それによると，イ

スラエルはユダヤ教にとって聖なる場所とし

て，西壁に加え，西壁下のトンネル，西壁の残

りで南壁に続いている部分，ダビデの町，オリ

ーブ山，王たちの墓，預言者たちの墓などが含

まれると主張した［Rabid 2007］。

一方，PLOも2001年 1月 1日付で「米国提案

に関するパレスチナ交渉団からの所見と疑問」

と題する文書を発表した［PLO 2001］。その中で

クリントン・パラメーターのエルサレム問題部

分に関し，q西壁の背後を発掘しないというイ

スラエルの確約を求めることは，ハラーム・ア

ッシャリーフの下部（すなわち西壁の背後）にイ

スラエルの主権が及ぶことを意味してしまう，

w「西壁」という用語は「嘆きの壁」より広範

な範囲を含んでいる，e「アラブ人居住地域は

パレスチナに，ユダヤ人居住地域はイスラエル

に」という枠組みは，「双方にとって最大限の

地理的連続性の確保」という考え方と相容れず，

むしろパレスチナ人居住地域は「島」になって

しまう，などの点を問題としていた。

３．タバ交渉

結局，クリントンは和平交渉をまとめること

なく任期を終えた。一方，イスラエルとパレス

チナ双方は2001年 1月末，エジプト領タバで引

き続き最終地位交渉を行った。タバ交渉で実際

にどのような交渉が行われたかについて双方の

解釈は異なっており，詳細は明らかになってい

ない。ただ，交渉内容に関し，当時のヨーロッ

パ連合（EU）中東和平担当特別代表モラティノ

ス（Miguel Moratinos）が，会議の最中に双方の交

渉担当者から聞き取った交渉内容を文章にまと

め，会議終了後にその文章を双方担当者に再度

見せて確認を取ったものをノン・ペーパーとし

てまとめている（注９）。そのモラティノス文書に

よると，エルサレムに関しては以下のような交

渉がなされた。

qエルサレム全般

・ユダヤ人居住地域はイスラエルの，パレ

スチナ人居住地域はパレスチナの主権下

とすることで原則合意。

・ただし1967年以降に建設された東エルサ

レムのユダヤ人入植地にイスラエルの主

権が及ぶとのイスラエル側の要請に対

し，パレスチナ側は話し合う用意がある

ことを確認したが，一部地区に主権が及

ぶことは拒否。

・パレスチナ側は市域外の入植地にイスラ

エルの主権が及ぶことを拒否。

・双方は「開かれた都市」との考えを支持

したが，その地理的範囲に関しては意見

が異なった。

・イスラエルはエルサレムが 2国家の首都

となることを受け入れたが，パレスチナ

側は東エルサレムがパレスチナの首都で

あることにのみ関心を表明した。

w旧市街地，聖所

・ムスリム地区およびキリスト教徒地区は

パレスチナの，ユダヤ教徒地区およびア

ルメニア教徒地区の一部はイスラエルの

主権下に入ることで原則合意。

・各聖所はそれぞれが管理するとの原則が

受け入れられ，西壁に対するイスラエル

の主権問題もこの原則に則る方向が示唆

された。ただし西壁の範囲については異
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論が残った。

・双方ともハラーム・アッシャリーフ／神

殿の丘問題が解決しなかったことに同意

したが，同地に対するパレスチナ側の主

権というクリントンのアイディア受け入

れに近づいた。

・イスラエル側は「聖なる谷」（オリーブ山

のユダヤ人墓地，ダビデの町，キブロンの

谷を含む）とされる地域への関心と懸念を

表明し，パレスチナ側はこれらの場所が

パレスチナの主権下に入るのであれば，

イスラエルの関心と懸念を考慮すること

を確認した。

タバ交渉終了時，双方代表は「合意達成にこ

れほど近づいたことはなかった」との共同声明

を発表したが，6日間に及んだ交渉は具体的成

果を出すことには失敗した。エルサレム問題や

パレスチナ難民問題などの細部に関し，双方が

合意できなかったことが大きな要因だった。加

えてイスラエルの首相選挙が約10日後に迫り，

バラク政権がほとんどレイムダック状態となっ

ていることが，交渉失敗のより大きな政治的背

景だった。

これ以降，イスラエル・パレスチナ間の最終

地位交渉はほぼ 7年間再開されず，2007年11月

のアナポリス国際会議以降，双方はようやくエ

ルサレム問題を含む最終地位に関する交渉を継

続した。この交渉途中の2008年 8月，イスラエ

ル首相エフード・オルメルトは西岸の93％をパ

レスチナ側に返すことを骨子とした最終地位に

関する和平案を提示した。同提案ではマアレ・

アドミーム，グッシュ・エツィオンなどエルサ

レム周辺の入植地群がイスラエル領内に組み込

まれるとされている一方で，エルサレム問題に

ついての交渉は先送りするとなっていた［Benn

2008］。パレスチナ側はこの提案の受け入れを即

座に拒否している。その後，オルメルト政権は

選挙管理内閣となったため和平交渉は中断さ

れ，現在に至るまで再開されていない。

では2000年から2001年に行われた最終地位

交渉におけるエルサレム問題への取り組みをど

う評価すればよいのだろうか。モラティノス文

書によれば，1967年以降にイスラエルがエルサ

レム近郊に建設した入植地に関する主権問題，

およびハラーム・アッシャリーフ／神殿の丘と

西壁／嘆きの壁についてはかなりの隔たりがあ

った。その一方でタバ交渉の終了時，双方は，

qエルサレムは 2国家の首都で，「開かれた都

市」とする，w旧市街地を含め，エルサレム市

域内のパレスチナ人居住地域はパレスチナ側の

主権下に，ユダヤ人居住地域はイスラエルの主

権下に入る，e互いの聖所はそれぞれが管理す

る，などの原則に合意していた。キャンプ・デ

ービッド交渉の際のそれぞれの立場に比べる

と，それなりの進展があったといえる。

これ以降のイスラエル・パレスチナ間の公式，

非公式の交渉や協議でエルサレム問題が議論さ

れる際には，これらの原則が問題取り組みへの

基本的枠組みとして参照されている。その意味

で，タバ交渉終了時点でエルサレム問題解決に

関わる一定の参照枠が確立されたといえる。例

えば，タバ交渉に参加したイスラエル，パレス

チナ双方の関係者の一部がその後，個人的な試

みとしてパレスチナ問題の解決策を協議した

「ジュネーブ・イニシアティブ」でも，エルサレ

ム問題については上記原則が参照枠とされ，最

終的には試案「ジュネーブ合意」として公表さ

れた（注10）。
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3 変わる現実

このように，エルサレム問題に取り組む際の

参照枠はある程度出来上がっている。だが壁の

建設を中心とするここ数年のイスラエルによる

各種の政策は，エルサレムの現状を大幅に変え

つつある。第1章で見たように，東エルサレム

のパレスチナ人居住地域は他のパレスチナ人社

会からほとんど分断され，東エルサレムは政治

や経済，社会の中心という従来の地位を失いつ

つある。イスラエル政府は公式には，壁はあく

まで暫定的なものであり，将来の国境を画定す

るものではないとの立場をとっている。しかし

前章で指摘したように，2008年 8月のオルメル

ト提案ではエルサレム周辺の入植地はイスラエ

ルに取り込まれることになっており，壁の建設

ルートを将来の国境線と考えているイスラエル

側の姿勢が示されている。

その文脈の中で近年問題となっているのが，

E 1と呼ばれる地区でのイスラエルの開発計画

である。E 1はエルサレム市域と，マアレ・アド

ミームを中心とする入植地群「アドミーム・ブ

ロック」との間に囲まれた約12平方キロメート

ルの地域で，East 1の略称である。壁がアドミ

ーム・ブロック全域をイスラエル側に取り込む

ように建設されつつあるため，E 1地区もすべ

てイスラエル側に取り込まれる状況が生じてい

る。実際，イスラエルは2004年以来，同地区で

の道路や警察署庁舎などの建設を進めている。

2009年 9月には，E 1地区内の新しい入植地の

鍬入れ式が行われ，右派国会議員や入植活動家

たちが「入植活動凍結を断固拒否する」などと

気勢を上げた。

アドミーム・ブロックとE 1がエルサレムと一

体化することによって，東エルサレムは西岸の

北部と南部を結ぶ結節点という伝統的な役割も

失いつつある。西岸自体が拡大されたエルサレ

ムによって事実上，南北に分断されているから

だ。

加えて，イスラエル政府は旧市街地を取り囲

むように 9カ所の国立公園建設計画を進めてい

る。計画は公表されていないが，報道によると，

2008年 9月に当時の首相オルメルトに提示さ

れ，計画の実行はエルサレム開発庁（ JDA）が担

当している。JDAによれば，計画は「旧市街地

を取り囲む連続した公園を造る」ことで，「イ

スラエルの永遠の首都としてのエルサレムの地

位を強化する」ことを目的としているという

［Eldar 2009］。この国立公園建設計画と関係して

いるかは不明だが，旧市街地周辺のパレスチナ

人居住地域での入植活動が最近，いっそう活発

化している。

このように壁の建設を含め東エルサレムのパ

レスチナ人社会をめぐる現実は，過去10年ほど

の間に 3つの面で大きく変化しつつある。第 1

に既に繰り返し述べているように，東エルサレ

ムのパレスチナ人社会は西岸，ガザを含むパレ

スチナ人社会全体から孤立し，中心としての地

位を失いつつある。第 2にユダヤ人の入植地や

公園の建設など，東エルサレムにおけるイスラ

エルのプレゼンスは以前にもまして拡大してい

る。そうして第 3にエルサレム周辺のユダヤ人

入植地のエルサレムへの事実上の取り込みがい

っそう進み，イスラエルが構想している大エル

サレムが既成事実となりつつある。こうしたエ

ルサレムの根本的な変化は，同市を 2国家共通

の首都とする，あるいはパレスチナ人居住地域

中東和平プロセスにおけるエルサレム問題
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はパレスチナ側の，ユダヤ人居住地域はイスラ

エルの主権下に入るなど，タバ交渉までにほぼ

双方が了解した和平合意のための参照枠を根底

から掘り崩す危険性をはらんでいる。

事実，イスラエルによる現状変更がエルサレ

ム問題の解決をいっそう困難にしているとの懸

念や警告は，米国やEUから繰り返しなされて

いる。米国のオバマ政権は2009年 7月に，東エ

ルサレムでのユダヤ人用住宅建設は西岸におけ

るのと同様，和平プロセスの妨げになるとイス

ラエル政府を批判し，同年 8月にはヒラリー・

クリントン国務長官が東エルサレムでのパレス

チナ人住宅の取り壊しを批判した。また，EUが

2008年12月に作成したとされる内部文書は，イ

スラエルが東エルサレムに対する「非合法な併

合を積極的に進めつつある」とし，「エルサレ

ム内とその周辺でのイスラエルの行為はイスラ

エル・パレスチナ和平達成に対する最も深刻な

挑戦である」としている［McCarthy 2009］（注11）。

おわりに

中東和平プロセスにおいて，エルサレムをめ

ぐる問題は 2つのレベルからなっている。1つ

はイスラエル・パレスチナ和平交渉でどのよう

な取り組みがなされたかである。本稿で検証し

たように，2000年から2001年初頭にかけての交

渉で，イスラエル，パレスチナ，それに仲介役

の米国もそれぞれの立場を変化させていった。

その結果，タバ交渉終了時点で双方は，問題解

決のための一定の参照枠に到達したのである。

この2000年から2001年にかけての一連の協議

は，エルサレム問題が初めて公式の交渉テーブ

ルで検討されたプロセスであり，そこでほとん

どすべての事項が議論の対象となった。その意

味は決して過小評価されるべきではない。

しかしもう 1つのレベル，つまり現実のエル

サレム市とその周辺部では，ものすごいスピー

ドで変化が生じている。その変化は19世紀中葉

にエルサレム市域が旧市街地からはみ出し，新

市街地へと拡大していった以上の変化かもしれ

ない。イスラエルの諸施策によって生じている

一連の変化は，現実のレベルにおけるエルサレ

ム問題そのものを変質させ，交渉のレベルで到

達した問題解決のための参照枠の基盤を根底か

ら掘り崩しつつある。

パレスチナ問題に限らず，交渉プロセスと現

実という 2つのレベルが整合性のないまま同時

進行することは，紛争解決プロセスでは一般的

にみられることである。しかし，両者の乖離が

あまりにも大きい場合，交渉レベルにおける協

議の諸前提が意味を失ってしまう。特にイスラ

エル・パレスチナ間のように一方が国家主体，

他方が非国家主体という非対称の関係において

は，国家主体の方が明らかに有利に現実をコン

トロールしているため，既成事実を拡大するこ

とが容易である。

エルサレム問題に限らず，パレスチナ問題で

はまさにこうした事態が進行している。オスロ

和平プロセスが抱える最大の構造的欠陥はこの

点にある。

（注 1） 古代ユダヤ王国時代，ユダヤ教の神殿があった

とされ，7世紀から 8世紀にかけて「岩のドーム」と

アル・アクサー両モスクが建立された高台を，イスラ

ーム／アラブの側は「ハラーム・アッシャリーフ（高

貴なる聖域）」と呼び，ユダヤ／イスラエルの側は
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「神殿の丘」と呼んでいる。本稿ではパレスチナ側，

イスラエル側，第三者（米国やEU文書など）が用い

ているそれぞれの表現をできるだけそのまま使用し

た。その結果，基本的にパレスチナ側の文脈では

「ハラーム・アッシャリーフ」，イスラエル側の文脈で

は「神殿の丘」，第三者の文脈では「ハラーム・アッ

シャリーフ／神殿の丘」と併記する表現を使ってい

る。

（注 2） Foundation for Peace in the Middle Eastのデー

タによる（http://www.fmep.org/settlement_info/，

2009年 8月25日閲覧）。

（注 3） 注 1と同じ。

（注 4） NGOのイール・アミームによれば，2008年に取

り壊されたパレスチナ人の住宅は85軒で，2007年よ

り32％増え，1992年から2006年までの間の年平均よ

り217％増だった［Ir Amim 2008, 30］。

（注 5） イスラエルは1992年から2001年の間，首相公選

制だった。

（注 6） 1967年の占領以来，イスラエルはムスリムとの

摩擦を避けるため「神殿の丘」におけるユダヤ人の

礼拝を実質的に禁止し，実際的な管理はムスリム側

に委ねてきた。また，ラビ長は至聖所（the Holy of

Holies）にユダヤ人が誤って踏み込むことを防止する

ため，ハラハー（ユダヤ教の宗教法）はユダヤ人が

「神殿の丘」に入ることを禁止しているとの解釈を示

した［Idinopulos 1991, 321］。しかし，2003年以降，

イスラエル警察は一定の時間，ユダヤ人と一般観光

客が「神殿の丘」に入ることを許可している。至聖

所とはかつて「契約の箱」が置かれていたとされる

場所で，年に 1回，ヨム・キプール（贖罪の日）にラ

ビ長のみが入ることを許されるが，実際にそれがど

こに位置したかはまったくわからない。

（注 7） Rossによると，米国側はクリントン・パラメー

ターを提案（proposal）ではなくアイディアであり，

それもテキストを配布せずクリントンが読み上げ，

イスラエル，パレスチナ双方が書き取る方法で提示

した。そのため，クリントン・パラメーターに関して

は細部の表現が異なるいくつかのテキストがある。

本稿ではRoss（2004, 803）によった。クリントン・パ

ラメーターはこのほかSher（2006, 198¯199）に全文が

掲載されているが，表現がやや異なる。

（注 8） ハラーム・アッシャリーフ／神殿の丘を取り囲

む 4面の壁のうち西側に位置する面の一部はユダヤ

教の聖域であり，「西壁」ないし「嘆きの壁」と呼ば

れる。しかし場合によって，この 2つの用語は必ず

しも同じ箇所を意味しない。18ページで述べるよう

にパレスチナ側は，「西壁」という用語は「嘆きの壁」

と一般に呼ばれている箇所よりも広い範囲を含んで

いるとして，「西壁」という用語の使用を問題視して

いる。

（注 9） このノン・ペーパーは通常「モラティノス文書

（The Moratinos Non¯Paper）」と呼ばれており，2002

年 2月にイスラエル紙『ハアレツ』が全文を掲載し

たことで明らかになった。本稿では以下のサイトに

よった（http://www.mideastweb.org/morations.htm，

2007年 3月20日閲覧）。

（注 10）「ジュネーブ合意」は2003年12月に公表された。

試案全文は以下を参照。http://www.geneva-accord.

org/mainmenu/english

（注 11）EUは 2005年 10月ごろにも “Jerusalem and

Ramallah Heads of Mission: Report on East

Jerusalem”と題する内部文書を作成し，「イスラエル

の相互に関連したいくつかの政策は，エルサレムに

関する最終地位合意を達成する可能性を減少させつ

つある」と警告した。この文書はパレスチナ側の以

下のインターネットサイトにリークとして掲載され

た（h t t p : / / e l e c t r o n i c i n t i f a d a . n e t / b y t o p i c /

historicaldocuments/printer413.shtml，2008年 8月28

日閲覧）。
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